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これまで災害後の観光被害は，来訪需要の減少で議論されることが多く，観光消費も含めた本来的な経

済効果の増減は考慮されてこなかった．本研究は観光消費に着目し，東日本大震災前後の経済的効果を検

証することを目的とする．分析は1)日本人と外国人の観光消費の差，2)東日本大震災前後の外国人の観光

消費，3)地方での観光消費による経済的効果に着目して行った．観光庁で公表されている統計を用いた分

析の結果，台湾，タイからの来訪者は震災後の東北地方での消費額が増加したことや，震災後の外国人消

費は娯楽サービス費が減少したものの，宿泊費や飲食費，買物代は増加傾向にあることが明らかになった． 
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1. はじめに 
 
 日本政府観光局（JNTO）によると，2011年の訪日外

客数は622万人であり，2010年の861万人を大きく下回っ

た．これは2011年3月の東日本大震災および福島第一原

子力発電所事故を受けた影響であり，訪日外客数の

2011/2010年比で韓国が-32.%，中国が-26%，アメリカ-
22%といずれも大きく減少した．韓国などでは減少傾向

が続くものの，2012年6月になって訪日外客の観光需要

が震災前の水準を回復したと報じた1)．このように，こ

れまでインバウンド観光需要の動向は，主に来訪者数に

着目されており，観光消費についてはあまり言及されて

こなかった．観光がもたらす経済効果は観光消費額と来

訪需要，および地方の産業構造の3要素により決まるこ

とから，来訪需要だけでなく観光消費の動向を把握する

ことが重要である． 
 2010年の観光消費額に占める外国人消費額の比率は

4.6%に過ぎないが，そのために今回の震災による訪日外

国人来訪需要の減少がもたらす経済的影響は小さかった

と考えることもできる．しかしながら，訪日外国人旅行

市場の拡大が期待されている中，将来的な大規模災害に

よる外国人需要の減少を受けた経済的損失は一層深刻に

なることが予想される．今回の震災前後で外国人の観光

消費がどのように変化し，地方にどのような経済的効果

を与えたのか把握することが必要である． 
 そこで本研究は，旅行需要の変化が震災前後で地方に

与える経済的な影響を明らかにすることを目的とする．

そして，インバウンド観光という視点から将来きたる大

規模災害へ備えるための方向性を検討する． 
 
2. 本研究の構成 

 
 本論は，大きく3つの論点で構成される．次章では，

日本人と外国人の観光消費の差異に着目し，4章では東

日本大震災前後の外国人の観光消費に着目した分析を行

う．3章と4章の分析結果を踏まえ，5章では東日本大震

災前後における日本人および外国人の地方での観光消費

がもたらす各地への経済的効果を検証する． 
 関連する既存研究として，塩谷(2011)2)は，東日本大震

災後の訪日外国人市場への経済的影響を分析した．震災

直後の2011年3月～9月期の訪日外国人消費減少額が3,009
億円であるとし，その減少額が産業連関分析を用いて生

産波及効果で家計迂回効果を含むケースで6,685億円の

影響になると試算した．ただし，試算は全国計であり，

地方での消費額が各地にどれだけの経済効果をもたらす

かの分析はなされていない．また，国籍による観光消費

の違いという観点からは，Soteriades, M. D. and Arvanitis, S. 
E. (2006)3)がギリシャを訪問するイギリス人とドイツ人の
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消費を比較している．パッケージツアーや同伴者数等の

基本的な旅行属性に応じて消費額の傾向が異なることを

指摘しているが，その消費がどの程度の経済的効果をも

たらすかの検討はなされていない． 
 上記の既存研究を整理しながら本研究は，1)国籍の違

いによる観光消費の差に着目した考察，2)大規模災害前

後の観光消費の差に着目した経済的影響の把握と考察，

3)地方単位での観光消費が各地方にもたらす経済的効果

を計測する点に特徴を有する． 
 
3. 地方別にみる日本人と外国人の観光消費 

 
 各国旅行市場の成熟に伴い，訪日外国人来訪者の訪問

地は多様化してきている．そして，各訪問先での観光消

費も合わせて多様化している可能性がある．その中で，

日本人と訪日外国人が日本各地で何に対してどの程度観

光消費しているのか把握する． 
日本人の観光消費は，旅行・観光消費動向調査より，

外国人の消費は訪日外国人消費動向調査を用いて分析す

る．どちらも観光庁が公表している統計である．比較は，

来訪地方ブロック別の旅行中支出（宿泊費，飲食費など）

に着目する．また，地方ブロック別の比較にあたり，旅

行・観光消費動向調査の区分と訪日外国人消費動向調査

の区分が異なるため，注意が必要である*1． 
両調査は消費額の捉え方が異なるため，比較のために

単位を揃える必要がある．旅行・観光消費動向調査は1
人1回あたりの平均消費額であるのに対し，訪日外客消

費動向調査は，調査回答者の費目別購入率と購入者単価

である．そのため，分析では100人あたり消費額で統一

した（それぞれ100*平均消費額，100*購入率*購入者単

価）．その他，旅行・観光消費動向調査の四半期データ

には費目別の支出額がわからないという問題がある．費

目別支出額は年間データに掲載されており，公表されて

いる最新2009年のデータを用いて費目別の支出割合を算

出し，用いるデータにその割合を適用する．ここでは，

日本人，外国人ともに2010年7月～9月のデータを用いる

ことで，震災の影響を受ける前の状況を比較する．消費

の比較を表-1に示す． 
日本人全体の傾向をみると，日本人は宿泊費，飲食費，

買物代について沖縄での消費が大きいことが分かる．日

本人との比較という観点から外国人の消費をみると，娯

楽サービス費は日本人と変わらないが，宿泊費，飲食費，

買物代はいずれも日本人の消費額を大きく上回っている．

また，外国人は共通して関東，近畿，中部の都市圏にお

ける消費額が大きい．それに加えて，宿泊費，飲食費で

は北陸地方での消費額が大きく，買物代では北海道や九

州，沖縄など地方での消費額も大きいことがわかる．中

国，四国の消費額が高い値であるが，サンプル数が少な

いことによるバイアスが影響している可能性がある． 
 
4. 東日本大震災前後の訪日外国人来訪者の観光

消費 
 
東日本大震災および福島第一原子力発電所事故の影響

により，2011年の訪日外国人来訪者数は減少した．それ

に対して，需要は減少したものの，来訪者の消費動向如

何ではそれほど経済的な影響を受けていない可能性もあ

る．そこで，東日本大震災前後の訪日外国人来訪者によ

る観光消費に着目して比較分析をする． 
 分析は，国籍・訪問地・消費項目の属性別に東日本大

震災前後の観光消費動向を明らかにする．震災前後の比

較は，基本的に2010年7～9月期と2011年7～9月期で行う．

ただし，国籍・訪問地別の比較においては，サンプル数

が十分でない訪問地も存在するため，適宜年間調査で補

完した*2． 
 はじめに，国籍・来訪地方別の観光消費をみる（表-
2）．2010年，2011年ともにサンプルが10に満たない地

方は空白とした．全体では，北陸来訪者の観光消費が増

加しているほか，中国，沖縄の来訪者についても震災前

後で消費額が増加したことがわかる．国籍別にみると，

 
表-1 費目別にみた日本人・外国人の観光消費額の差（2010） 

 

日本人 外国人 日本人 外国人 日本人 外国人 日本人 外国人 日本人 外国人

北海道 162 108 81 80 108 363 59 58 346 424

東北 191 96 75 110 83 208 48 20 361 82

関東 168 331 73 240 88 469 61 43 965 3,652

北陸 222 300 76 317 118 215 49 64 454 84

中部 187 264 78 138 77 356 60 29 510 294

近畿 187 234 90 171 88 331 60 31 553 1,122

中国 205 382 85 388 97 503 62 72 243 42

四国 187 274 81 421 116 435 55 32 154 19

九州 131 213 64 184 89 259 36 23 396 272

沖縄 232 141 130 137 164 247 58 57 79 158

単位：100人あたり消費額(万円)

旅行中支出

宿泊費 飲食費 買物代 娯楽サービス費

サンプル数
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アジア諸国では韓国や香港，シンガポール，マレーシア

の観光消費が2010年と比較して2011年は減少傾向にある．

一方，同じアジアでも台湾，中国，タイからの来訪者は

複数の地方で観光消費が増加した．特に台湾，タイは震

災の影響を強く受けた東北地方において観光消費を増や

している．震災後，台湾がいち早く日本に義援金を送っ

て被災地を支援したことは記憶に新しい．その台湾が震

災後に東北での観光消費を増やしたことは，訪日観光と

いう形でも震災復興に貢献しているとは言えないだろう

か．一方，震災後大きく来訪需要が減少したフランスや

ドイツは，観光消費についても概ね減少傾向である．そ

れに対して，欧米諸国の中でも，イギリスやロシア，ア

メリカからの来訪者は北海道および北陸での観光消費を

増加させた．来訪需要そのものは震災後に大きく減少し

たと様々報じられてきたが，国籍別にみた観光消費とい

う観点では必ずしも減少ばかりではなく，逆に増加した

地方があるということが明らかになった． 
 次に，国籍・費目別の観光消費に着目する（表-3）．

韓国人来訪者はいずれの項目についても減少あるいは微

増であることがいえる．表-2で言及した台湾やタイから

の来訪者による観光消費が増加したことは，費目別にみ

ても同様に、交通費や飲食費，マンガ・アニメ・DVD
関連などの複数にわたる費目で消費が増加している．費

目別の分析から明らかになった興味深い点は，概ねどの

国籍をみても娯楽サービス費を減らしている一方，宿泊

費，飲食費，買物代はそれぞれ増加傾向にあることであ

る．ただし，娯楽サービスの中でもスポーツ用品や自転

車などのレンタル料は，台湾，シンガポール，イギリス，

オーストラリアからの来訪者は増加している．また，芸

術鑑賞やスポーツ観戦での消費が増加した国（中国，オ

ーストラリア），美術館・博物館等での消費が増えた国

（中国，シンガポール）もみられる．これらの費目で消

費が増えたことは，現地ツアーや観光ガイドの消費が減

少したことと対比させると，平時の周遊ツアーにみられ

る一般的な観光の消費は減少し，観光の中でも特定の目

的を持った来訪形態が増えた可能性が指摘できる． 
 
5. 観光消費がもたらす地方への経済的効果 

 
 前章までに，1)日本人と外国人による観光消費の違い

がみられること，および2)東日本大震災前後で訪日外国

人来訪者は国籍・来訪地方ブロック・費目によって観光

消費を増加させていることを明らかにした． 
 これらの知見を踏まえて本章では，地方での観光消費

が各地方にもたらす経済的効果を検証する． 
 経済的効果の計測は，大きく乗数理論と産業連関分析

による計測が可能である．本研究は日本各地での観光消

費がもたらす地方への経済的効果の計測を目指している．

そのため，地方での観光消費額と地域間産業連関分析を

組み合わせて算出する． 
 本研究は日本人と外国人の消費の違いによる経済波及

効果の差，東日本大震災前後の差を比較することに主眼

を置いており，一般的に算出される経済波及効果ではな

く，観光消費額(F)に生産波及乗数である地域間移入を

考慮したレオンチェフ逆行列を乗じることにより，原材

料等の波及による生産波及効果のみを計測する（式1）． 

X = �𝐼 − (𝐴 −𝑀�𝐴∗)�
−1
𝐹            (1) 

 
 産業連関分析を適用することにより，いくつかの制約

がある．まず，公表されている平成17年地域産業連関表

を使用するため，東日本大震災の前後で産業構造や地域

間での財の取引は変わらないことを前提としている．産

業部門によっては震災により中間投入の調達先が変更し

 
表-2 国籍・来訪地方ブロック別一人当たり観光消費額の比（2010年/2011年消費額） 

 

全

体

韓

国

台

湾

香

港

中

国

タ

イ

シ

ン

ガ

ポ
ー

ル

マ

レ
ー

シ

ア

イ

ン

ド

イ

ギ

リ

ス

ド

イ

ツ

フ

ラ

ン

ス

ロ

シ

ア

ア

メ

リ

カ

カ

ナ

ダ

豪

州

北海道 0.75 0.44 0.80 1.07 0.67 1.42 0.37 2.33 1.04 2.24 0.95

東北 0.98 0.67 2.05 0.24 1.81 0.94

関東 0.99 0.97 1.04 1.14 1.00 1.33 1.05 1.24 0.91 0.91 1.10 0.64 0.81 1.06 0.91 0.90

北陸 1.92 1.11 2.50 4.03 2.56 5.00 1.94

中部 0.74 0.75 0.77 0.53 1.07 0.66 0.69 0.78 0.79 1.16 0.41 0.67

近畿 0.86 0.91 0.96 0.59 0.66 1.14 1.14 0.66 1.02 1.40 0.91 0.87 0.56 0.72 0.95 1.08

中国 1.39 1.14 1.12 0.88 1.37

四国 0.84 0.93

九州 0.94 0.73 1.67 1.65 0.49 1.18 1.26 0.75 1.20

沖縄 1.17 1.17 1.48 0.69 1.65 0.96

1.00未満 1.00以上1.50未満 1.50以上



 

 4 

た可能性があるものの，その点は分析に反映されていな

い．また，産業連関分析は生産面の波及は計測されるが，

付加価値の増加がもたらす新たな消費の波及は考慮され

ていない．宮沢(1959)4)は，通常のレオンチェフ逆行列に

消費の波及を表す追加逆行列を提案したほか，日本観光

協会(1999)5)は，生産波及効果に付加価値率と消費性向，

域内自給率を乗じることで新たな民間消費支出額を算出

し，それに再びレオンチェフ逆行列を乗じることで第2
次生産波及効果を算出する方法で代替している．これら

の提案はされているが，本研究は所得波及には踏み込ま

ずに効果計測を行う．そのため，効果の額として算出さ

れた値は実際の経済波及効果よりも小さくなることに注

意が必要である． 
 
(1) 日本人と外国人の消費の違いと経済的効果 

 表-1で示した地方別の日本人，外国人の観光消費デー

タをもとに，地域間産業連関分析により地方での観光消

費が各地方にもたらす経済的効果を推計した．表-4に示

された額は，単純に観光消費額に逆行列係数を乗じた結

果であり，消費の波及を考慮しない生産波及効果の一部

である．効果の全国計は日本人の消費による額に対して

外国人の消費による効果は9.2％であり，2010年の日本人

観光消費に対する外国人の消費の割合が4.6%である実態

と大きく乖離はしていない． 
 表の行は当該地方への観光消費が全国各地にもたらす

効果であり，列は当該地方への効果の帰着を示す．例え

ば，日本人による東北地方への観光消費がもたらす効果

(7,306億円)が東北地方全体の効果(6,292億円)の86%を占め

て最も大きいものの，外国人は東北地方での消費が大き

くないため，同じ値が30%(日本全体の201億円に対して

東北地方90億円)に過ぎない．一方，外国人が関東地方

で落とす観光消費により，東北地方への経済効果全体に

対して45%の貢献が確認できる．また，各地方に帰着す

る効果割合の累積グラフを図-1に示す．日本人の消費が

もたらす各地方への効果は，関東地方が最も大きく28%
であり，続く中部，近畿，九州，東北の5地方を合わせ

て全国の80%を占める．一方，外国人の消費による各地

方への効果は，関東だけで50%に達し，近畿，中部を合

わせた3地方だけで80%程度になる．この結果は，日本

人の観光消費が広域にわたっているために地方への効果

も分散しているが，外国人の消費はまだ都市圏に集中し

ており，それだけ地方へ帰着する効果も少ないことを示

している． 

 
表-3 国籍・費目別一人当たり観光消費額の比(2010年/2011年消費額) 

 

全

体

韓

国

台

湾

香

港

中

国

タ

イ

シ

ン

ガ

ポ
ー

ル

マ

レ
ー

シ

ア

イ

ン

ド

イ

ギ

リ

ス

ド

イ

ツ

フ

ラ

ン

ス

ロ

シ

ア

ア

メ

リ

カ

カ

ナ

ダ

豪

州

宿泊料金 1.06 0.94 1.21 1.06 1.22 1.19 1.36 1.12 1.02 1.07 1.09 1.05 1.13 1.08 0.98 0.96

飲食費 1.12 1.00 1.34 1.15 1.25 1.24 1.19 1.22 1.13 1.08 1.14 1.04 1.03 1.07 1.03 1.04

交通費 1.12 0.98 1.39 1.27 1.28 1.08 1.45 1.24 1.06 1.14 1.03 1.04 0.93 1.08 1.04 1.07

航空（日本国内移動） 1.00 0.75 0.97 2.28 1.09 0.67 3.21 1.83 1.19 2.14 1.10 1.20 0.61 0.92 1.69 1.11

鉄道・モノレール・スキーリフト 1.18 1.01 1.53 1.28 1.44 1.25 1.48 1.18 1.10 1.20 1.09 1.06 1.14 1.10 1.16 1.11

バス・タクシー 1.28 1.15 2.04 1.47 1.62 0.92 2.03 1.48 1.13 1.12 1.14 1.08 0.83 1.29 1.16 1.29

その他交通費 0.89 0.70 0.93 1.60 1.11 0.72 1.29 1.89 0.36 0.85 0.49 0.83 0.62 0.86 0.64 0.93

娯楽サービス費 0.83 0.72 1.05 1.05 0.76 0.59 0.99 0.90 0.70 0.99 0.78 0.76 0.70 0.75 0.84 0.93

現地ツアー・観光ガイド 0.73 0.80 0.90 0.89 0.63 0.74 0.75 1.02 0.59 0.44 0.77 1.61 0.40 0.49 0.84 0.46

ゴルフ場・テーマパーク 0.98 0.69 1.31 1.40 1.02 0.56 1.28 0.72 0.55 1.10 0.95 1.33 0.90 0.80 2.41 1.06

芸術鑑賞・スポーツ観戦 0.92 0.75 1.48 0.85 1.64 1.11 1.10 1.17 1.17 0.88 0.88 0.67 0.55 0.61 0.86 1.79

美術館・博物館・動物園・水族館 0.90 0.65 1.33 1.13 1.50 0.42 1.51 0.96 0.91 1.15 0.77 0.72 0.68 0.85 0.87 0.66

レンタル料 （自転車） 1.11 0.88 1.61 1.25 1.09 0.29 2.51 0.95 1.20 2.13 1.07 0.75 0.72 0.55 1.83 3.76

その他娯楽サービス費 0.77 0.81 0.63 0.83 0.66 0.68 0.79 0.83 0.58 0.85 0.82 0.55 0.64 0.77 0.91 1.49

買物代 1.00 1.01 1.01 1.01 1.00 1.03 0.96 1.02 0.99 0.93 0.91 0.99 1.01 0.94 0.99 1.02

菓子類 1.05 1.17 1.01 1.12 1.13 1.04 0.83 1.12 0.83 0.97 0.56 0.99 0.97 0.86 0.97 1.02

その他食料品・飲料・酒・たばこ 1.17 1.18 1.13 1.26 1.24 1.31 1.31 1.04 1.28 1.02 0.96 1.06 1.29 1.05 1.23 1.14

カメラ・ビデオカメラ・時計 0.99 0.85 1.05 0.68 1.02 1.02 1.92 1.14 1.24 0.51 1.48 1.41 0.69 0.78 1.36 1.01

電気製品 （パソコン・音響機器） 1.24 1.08 1.37 1.17 1.29 1.13 1.09 0.68 0.63 1.10 0.70 1.59 0.96 1.08 1.34 1.26

化粧品・医薬品・トイレタリー 1.02 0.91 1.02 1.12 1.01 1.04 1.00 1.34 0.99 1.10 0.71 0.74 1.46 1.00 1.20 1.08

和服（着物）・民芸品 1.11 1.13 1.18 0.86 1.22 1.87 1.48 0.83 1.08 1.00 1.08 1.27 0.93 1.05 1.27 1.02

服（和服以外）・かばん・靴 1.11 1.03 1.15 1.16 1.24 0.93 0.76 1.04 0.84 1.07 0.94 0.92 1.23 1.01 1.25 1.07

マンガ・DVD・アニメ関連商品 1.21 1.16 1.38 1.32 1.34 1.51 1.17 0.77 0.73 1.10 0.68 1.13 1.39 1.02 0.82 1.26

その他買物代 0.83 0.81 0.82 0.67 0.79 0.76 0.65 1.15 0.85 0.95 1.00 0.95 0.98 0.83 0.71 0.97

その他 0.63 0.47 0.54 0.61 0.66 0.19 1.23 0.82 0.23 1.55 1.37 0.98 1.29 0.87 1.91 0.86

合計 1.03 0.96 1.08 1.06 1.05 1.08 1.15 1.11 1.02 1.06 1.05 1.01 1.02 1.04 1.00 1.00

1.00未満 1.00以上1.50未満 1.50以上
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図-1 日本人，外国人の観光消費が帰着する効果の地方別割合

（累積） 

 
(2) 東日本大震災前後における外国人の観光消費が 

もたらす経済的効果 

前節の分析と同様，外国人の観光消費データを用いて，

2010年と2011年の経済的効果を比較する（表-5）．結果，

全国的には2010年/2011年比は0.55であった．全国の値を

基準とすると，東日本大震災で被災した東北地方の減少

が最も顕著であることがいえる．それに対して，東北地

方から遠い九州や沖縄地方ではあまり経済効果の減少は

みられない．加えて，落ち込みの小さかったこれら地方

での外国人の消費により，東北地方の経済的影響が軽減

されたことが示唆される． 
 

6. おわりに 

 
本研究は，旅行需要の変化が震災前後で地方に与える

経済的な影響を明らかにすることを目的として，1）日

本人と外国人の観光消費の違いに着目した分析，2）東

日本大震災前後の外国人の観光消費の分析を行うととも

に，それらの結果を踏まえて3）地方での観光消費が各

地にもたらす経済的効果を検証した． 
日本人と外国人の地方ブロック別観光消費額を比較し

た結果，娯楽サービス費に関しては両者の差はみられな

いものの，宿泊費と飲食費，買物代では外国人の消費が

高かった．また，日本人は沖縄での消費額が大きいが，
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表-4 地方への観光消費がもたらす経済的効果(上：日本人，下：外国人) 

 

 
 

表-5 外国人来訪者の地方での消費がもたらす経済的効果（2010年効果/2011年効果） 

 

2010年 単位：億円

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄 計

北海道 6028 126 696 153 154 58 20 51 2 7288

東北 121 6292 958 144 168 67 34 65 3 7850

関東 250 409 18946 465 501 214 105 241 17 21148

中部 189 211 1896 15646 833 257 156 271 14 19474

近畿 100 115 807 370 9685 210 113 218 8 11628

中国 29 34 349 101 221 3894 73 158 2 4862

四国 16 24 229 69 157 97 2133 51 1 2777

九州 43 50 522 147 244 215 60 6341 10 7631

沖縄 20 45 302 99 112 58 18 162 3145 3961

計 6796 7306 24704 17194 12076 5070 2713 7558 3202 86620

2010年 単位：億円

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄 計

北海道 498 15 84 17 19 8 4 6 0 653

東北 1 61 12 2 3 1 1 1 0 81

関東 50 90 3615 114 125 58 29 54 3 4137

中部 8 11 100 675 43 15 8 13 1 873

近畿 12 16 125 55 1106 33 17 29 1 1393

中国 1 2 21 7 13 183 4 8 0 239

四国 0 1 5 2 3 2 37 1 0 50

九州 3 4 40 12 19 15 5 394 1 493

沖縄 1 1 8 3 3 2 1 4 68 92

計 575 201 4011 886 1333 317 103 510 74 8011

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄 計

北海道 0.55 0.49 0.50 0.49 0.49 0.48 0.43 0.49 0.55 0.54

東北 0.36 0.36 0.33 0.26 0.26 0.26 0.26 0.31 0.35 0.35

関東 0.50 0.50 0.51 0.48 0.49 0.47 0.47 0.49 0.52 0.51

中部 0.44 0.41 0.40 0.42 0.41 0.37 0.43 0.42 0.43 0.42

近畿 0.67 0.65 0.63 0.63 0.65 0.62 0.65 0.65 0.66 0.65

中国 0.44 0.40 0.40 0.39 0.42 0.45 0.43 0.43 0.44 0.44

四国 0.69 0.69 0.70 0.72 0.71 0.72 0.72 0.70 0.72 0.71

九州 0.85 0.88 0.89 0.88 0.90 0.87 0.89 0.91 0.84 0.90

沖縄 1.18 1.08 0.89 0.85 0.86 0.95 0.95 0.96 0.90 0.90

計 0.55 0.47 0.52 0.45 0.63 0.49 0.60 0.82 0.87 0.55
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外国人は関東，近畿，中部の3都市圏のみならず，北海

道や中国地方での買物代，北陸地方での宿泊費，飲食費

が高いことより，地方部であっても多く消費されている

場所があることが確認できた． 
東日本大震災前後での外国人の観光消費がどのように

変化したかについて，2010年と2011年のデータを比較す

ることで分析した．韓国や欧州からの来訪者が消費額を

減少させており，外国人来訪者全体の消費が落ち込んだ

という結果は予想を超えるものではない．しかしながら，

東北地方での観光消費が増加した台湾やタイの存在があ

ること，費目別では娯楽サービス費を減らした一方で宿

泊費や飲食費，買物代は多くの国々の来訪者が消費額を

増やしたという結果が得られた． 
日本人と外国人の消費，および東日本大震災前後の外

国人の消費をもとに，旅行者が地方で消費することによ

る各地への経済的効果を計測した．日本人と外国人の比

較では，外国人の消費による効果は日本人の消費も含め

た日本全体の10％以下と小さく，外国人の消費は都市圏

が中心であるために地方へ経済的効果が及んでいないこ

とが明らかになった．東日本大震災前後の外国人の消費

による経済的効果の比較では，当然被災地である東北地

方の落ち込みは全国平均よりも深刻である結果となった．

ただし，例えば九州や沖縄地方での経済的効果の減少が

小さいことから，被災地から遠い地方での観光消費が少

なからず東北地方へ経済的支援に結びついていることが

明らかになった． 
本研究を通して，将来の大規模災害からの復興に対し

て，訪日外国人来訪者が消費することにより貢献できる

点は少なからずあると考えた．復興支援を実現するイン

バウンド観光施策として，まずは，例え被災地の訪問で

はないとしても，日本を旅行してもらったことで経済的

にどれ程被災地を支援したのかを，客観的事実として各

国に発信すべきである．被災国を訪問するだけでも経済

的な支援になるという発想を持ってもらうことは，世界

共通の認識として必要だろう．また，相互扶助という観

点から，他国で大規模災害が発生したときには，被災地

に迷惑のかからない範囲で当該国に復興支援ツアーを送

り込むという視点も重要であろう．そこで日本に良い印

象を持ってもらうことは，来るべき大規模災害時に，イ

ンバウンド観光の力が復興支援に貢献するものと考えら

れるためである．改めて観光は平和へのパスポートであ

ることを認識すべき時である． 
最後に今後の課題を述べる．本研究は，観光庁が公表

する複数の統計データを組み合わせることで分析を進め

たが，例えば日本人と外国人の消費を比較すること自体

が，統計の精度からみて妥当かどうかの検証は必要であ

る．また，集計データであるために，外国人来訪者の国

籍別・来訪地方別・費目別の観光消費について属性を細

かに設定することができなかった．今後は個票データを

用いた分析することによって，例えば地方への経済波及

効果のうち，国籍別の観光消費の差がもたらす経済的効

果の帰着を考察することが可能になる． 
 

 

補注 

*1 旅行・観光消費動向調査の関東・甲信地方には長野県が含

まれているが，訪日外国人消費動向調査では長野県は北陸

信越に位置付けられている．同様に福井県は前者が北陸で

あるのに対し，後者は中部に含まれている． 

*2 訪日外国人消費動向調査は2010年4月より開始されたこと

より，年間報告値は2010年4月~12月となる．また，2011年

の年間報告値(2011年1月~12月)は一部震災前を含む． 
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